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第５部 参加と連携によるまちづくり 

 

第１章 市民参加の促進 

第１節 情報公開の推進 

市民の「知る権利」を制度的に保障するとともに、市民の「市政参加」を促進し、公正でより開か

れた市政の実現を目的として、平成１２年４月より情報公開条例がスタートしました。さらに高度情

報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が拡大していることから、本市が保有する個人情報を保護す

るために適正な取り扱いについて基本的な事項を定めるとともに、個人の権利利益を保護することを

目的として「伊万里市個人情報保護条例」を制定し、平成１５年８月１日から施行し、適正な運用を

行っています。これらの審査会委員報酬などの経費として５１７千円を支出しました。 

 

第２節 広報広聴機能の充実 

１．広報の充実 

  広報活動は、それぞれの部門（部、課等）で適宜行っているところですが、その中心となる広報紙

は、毎月１日に「広報伊万里」、１５日に「市役所だより」、毎年４月に「予算特集号」を発行してお

り、本市が行う諸施策を市民に広く周知するため、事業の考え方、取り組み方などを、カラーやイラ

ストなどを使って、見やすく親しみやすい紙面とするとともに、行政と市民との情報交換の場として、

特に市民の関心が高い事項については、特集記事の編集に取り組みました。 

  そのなかで、中学生の広報係での職場体験および大学生の福祉課での職場体験を、それぞれ体験リ

ポートとして広報紙に掲載するなど、市民の目線に立った広報の紙面づくりを協働で行うことにより、

市民参加の推進に努めました。 

  また、視覚障害のある人たちに市政の動きを知らせるため、ボランティアグループ「麦の会」の協

力を得て、点字「広報伊万里」、「市役所だより」を毎月発行するほか、ボランティアグループ「こだ

ま会」の協力を得て、「広報伊万里」の朗読テープを３２人に毎月届けました。 

  市外へは、「いまり」の名がついた全国の会社や事業所に毎月広報紙を送り、お互いの交流を深め

ることによって、市外において伊万里をＰＲする拠点づくりを進めました。 

こうした事業に要した経費として１０，８８４千円を支出しました。 

 ●広報伊万里 （毎月１日発行）  １回当たり   約２０，８００部 

 ●市役所だより（毎月１５日発行） １回当たり   約２０，４００部 

 ●予算特集号 （４月発行）     年１回      約２０，３８０部 

●点字の広報伊万里・市役所だより（毎月１日・１５日発行） 各１２部 

 ●声の広報（毎月１日発行）            （テープ）１２本    

 ●放送施設利用の市役所だより「こんにちは市役所です」 

  ・伊万里ＣＡＴＶ  毎週月、水、金曜 １日５回 

（９：１０～、１２：１０～、１５：１０～、１８：１０～、２１：１０～ )    

ＣＡＴＶを利用した広報については、平成９年度から開始し、現在は「こんにちは市役所です」と

いうタイトルで市役所からのお知らせを定期的に放送しているほか、市議会中継や市が主催する講演

会、文化行事などの各種情報を提供するとともに、消防署や市役所に設置した機器によって緊急情報

を提供しました。これらの番組制作や放送委託料として４，５０１千円を支出しました。 

市ホームページについては、各課からのお知らせや会議イベント情報等の行政情報を毎月約１００件

提供し、アクセス数は月々３１，０００件にのぼり、前年度比１９％の伸びとなっています。 
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２．広聴機能の充実 

（１）タウンミーティング・伊万里っ子ポスト・パブリックコメント手続き 

市長自身が市民と直接対話し、市民の生の声を市政に反映するとともに、市政の現状やこれから

の方向性をわかりやすく説明することを目的に平成１４年度から「さわやか伊万里タウンミーティ

ング」を開始し、平成１６年度までで市内各町公民館で開催し、市内を一巡しました。平成１８年

度からは「市長と語ろう！夢・未来塾」に名称変更し、内容の充実と多様化を図りましたが、平

成１９年度は「ふたさと生活体験通学塾」に参加した子どもや指導者たち（青少年健全育成）、新

成人式実行委員会の若者たち（若い力と伊万里の未来）、牧島地区の「菜の花まつり実行委員会」

のみなさん（地域の元気と地域づくり）と、それぞれ対象とテーマとを絞って、３回開催しまし

た。 

また、市民に開かれた市政、市民との協働による市政の実現を目指して、市民からの建設的な意

見、提案を得るために設置している「伊万里っ子ポスト」には、２２件の提案があり（提案者数

１６人）、それぞれについて検討を行い、できるものから行政施策の中で取り組みました。 

平成１７年度４月より、市民の市政への参画の機会を提供することにより公正を確保するととも

に、市の市民に対する説明責任を果たすことで行政運営の透明性の向上を図り、もって市民との

協働によるまちづくりの推進に資することを目的として「パブリックコメント手続き」を実施し、

伊万里市スポーツ振興計画等３件を市民に図りました。 

（２）市民相談業務 

市民相談業務として各種相談日を開設しており、行政相談１２日、人権相談２４日、法律相談

２４日、社会保険相談５０日、消費生活相談１４６日、司法書士による暮らしのトラブル相談１２

日、公証人による暮らしの知恵相談１２日を設定しました。延べ２８０日で４，４１１件の相談が

ありました。これらの経費として４，２５２千円を支出しました。 

 

第３節 市民と行政の協働 

１．市民参加の促進 

市民と行政の協働を推進するため、市民から楽しいゆめのあるまちづくり計画やアイディアを募集

し、民間企業や公募市民等からなる｢２１世紀市民ゆめづくり協議会｣が審査する「２１世紀市民ゆめ

づくり計画支援事業」を平成１４年度から実施しています。６年目にあたる今年度は、平成１７年度

と平成１８年度からの継続事業で｢伊万里わくわく映像塾事業｣など３事業と今年度新たに採択しまし

た｢伊万里の地域活性化と観光振興事業｣など２事業を支援するため、これらの事業に対し補助金

２，８４３千円を支出しました。 

また、市民と事業所と市の協働による食のまちづくりを推進するため、「食のまちづくり推進委員

会」の企画・運営による食育をテーマとした「食のまちづくりフォーラム」を２月３日、立花公民館

で開催するとともに、同委員会に食育研究会を設置し食育推進基本計画（案）を策定しました。これ

らに要する経費として１，２６９千円を支出しました。さらに、食のまちづくり推進計画のひとつと

して平成１７年度に立ち上げた「伊万里・食と農を考える会」により、ふるさと薬膳レストランとあ

わせて地元の旬の食材を伊万里焼の器に盛って展示する「食と器のコラボ」を４回開催しました。こ

の事業の実施にあたっては、国庫補助事業を活用し、２，５６３千円を支出しました。 

さらに、市民参加の行政を推進するためには、市民への積極的な情報の公開と提供が必要です。そ

こで市職員が情報提供のひとつとして直接地域に出向き、行政について市民に説明する「まちづくり

出前講座」を実施しています。今年度は４８団体から申請があり、「ゴミの分別とリサイクル」や



 - 67 -

「伊万里の文化財」などの講座を８２回開催し、延べ３，８０６名の受講がありました。 

 

２．地域づくりの推進 

地域社会における自治意識と連帯感を醸成し、地域課題の解決や身近なまちづくりを実践していく

「地域の元気推進事業」を新規事業として立ち上げました。今年度は市内１３地区で住民説明会を開

催するとともに、市職員を対象とした説明会を開催し、他地区の先導的役割となるモデル２地区を選

定することができました。これらに要する経費として１，１４１千円を支出しました。 

 

３．活動拠点の整備 

  市民活動団体の活性化を促し、情報発信・交流の拠点施設として、平成１８年度に解散した伊万

里・北松地域広域市町村圏組合の電子計算センター跡を改修し、「伊万里市民交流プラザ」の整備を行

いました。市民交流プラザは「市民活動支援センター」と「障害者生活支援センター」の複合施設で

あり、この整備費用として工事請負費など２３，８１９千円を支出しました。 

 

４．定住の促進 

市外からの転入による定住の促進と人口の増加を図るため、「伊万里市定住サポートセンター」を

開設し、住宅や就職、子育て支援などに関する情報の発信に努めるとともに、全庁的な推進体制とし

て、関係部署による連絡会議を設置しました。特に、誘致企業等に対する情報提供は喫緊の課題であ

ったことから、企業誘致の担当部署に専用の相談窓口を設置しました。 

また、新たに「伊万里市マイタウン定住促進条例」を制定し、転入者に対する奨励金を交付するた

めの制度を創設したほか、転入に際し必要とされる情報を掲載したパンフレットを作成し、市内の企

業等７５社に訪問や郵送により周知を図るとともに、東京及び大阪における定住相談会に参加し、本

市へのＵＪＩターンに関する広報活動を実施するなど、９９千円を支出しました。 

こうした活動の成果として、５１件の本市への定住に関する問い合わせがありました。 

 

第４節 男女協働参画社会の形成 

１．男女平等意識の醸成 

男女協働参画社会の実現を目指し、人権尊重の意識の普及と高揚を図るため、男女共同参画宣言都

市を記念して「女
ひと

と男
ひと

 きらめきフォーラムｉｎ伊万里」を開催しました。フォーラムの企画・運営

については、市民と行政とが協働して男女協働参画行政の推進を図ることを目的として発足した男女

協働参画懇話会「第７期いまりプラザ」に行っていただきました。 

また、平成１４年度に策定した男女協働参画推進計画の中間年にあたることから、市民意識調査等

を実施し見直しを行い、推進計画を策定しました。 

これらの事業に要した経費として１，２１３千円を支出しました。 

 

第２章 地域連携の推進 

第１節 地域連携の推進 

行政区域の枠を越えた広域的な機能の分担等により、新たな地域発展の機会を創出し、豊かで個性

的な自立した地域社会の形成を目指し、都市間連携を推進しています。 

佐世保、北松圏との連携を深める西九州北部地域開発促進協議会をはじめ、伊万里湾・窯業圏域経
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済活性化対策協議会及び北松浦半島振興対策協議会において広域的活動に取り組み、これらの協議会

に対し負担金として３７０千円を支出しました。 

また、松浦市との県境を越えた連携を研究する環・伊万里湾核都市研究会に対し負担金７９千円を

支出しました。 

 

第３章 自治体経営の効率化 

第１節 行政運営の効率化 

１．組織能力の向上 

（１）職員研修事業 

少子・高齢化、国際化、高度情報化など社会情勢が著しく変化するなかで、市民のニーズに的確

に対応するためには、これまでの実務処理能力に加えて、社会の要請を敏感に感じ取る能力、新た

な分野に柔軟に対応しうる適応力等、職員一人ひとりの能力向上が求められています。 

職員研修においては、職員個々に目を向けた計画的な能力開発等を推進するために、新規採用職

員研修・監督者研修などの階層別研修や、行政実務上の課題についての専門別研修、自治大学校や

県等への派遣研修を実施しました。 

特に、民間企業等体験研修においては、職員１４名を民間企業へ５日間派遣して、民間企業の顧

客に対する考え方や、接遇マナー等の習得に努めました。 

さらに、多様化する社会に対応できる能力開発を目的とした政策企画研修においては、「みんなで

つくる『伊－マップ』」「新しい交通システムの提案」をテーマとして、企画力・分析力に優れた政

策スタッフの育成に努めました。 

一方、「透明で納得性の高い、頑張った者が報われる人事制度」の構築を目的とした新たな人事評

価システムの導入に向けて、全職員を対象とした試行を開始しました。 

 

２．作業の合理化 

庁内の行政事務の効率化を図るため、グループウエアや文書管理、財務会計、行政評価、ＣＡＤ

等のシステムをネットワーク上で運用していますが、これら全庁ネットワーク及びシステムの運用

管理及び保守、リース料等８２，９４７千円を支出しました。 

また、税や住民基本台帳等の基幹的な電算業務については、１９年３月末の広域圏電算センター

の廃止に伴い、４月より単独導入を行い、システム保守料、リース料等８５，６２３千円を支出し

ました。 

文書事務については印刷やコピー量、郵便料の節減に努め、文書の電子化による紙使用量の抑制

を段階的に実施しており、これらの経費として４，８２６千円を支出しました。 

また、駐在員等への文書の配布を平成１９年度から障害者の自立を目指し、信書便事業者と

なったＮＰＯ法人「小麦の家」に委託しており、この事業に２，４８２千円を支出しました。 

さらに、平成１６年度から平成１７年度にかけて戸籍の電算化に向けて、まず平成１６年度は現在

戸籍のセットアップ作業を行い、平成１７年２月から現在戸籍と戸籍附票の電算処理を開始し、また、

平成１７年１０月からは、除籍・改製原戸籍の電算処理を開始しました。その結果、窓口での証明発

行にかかる時間が大幅に短縮でき、窓口サービスの向上を図りました。 

平成１９年度は、戸籍電算化業務委託料（全体経費１５５，１２２千円）として３３,００３千円及

び戸籍電算システム借上料等として１０，３３２千円で、合計４３，３３５千円を支出しました。 
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３．行政事務の効率化 

地方分権時代にふさわしい自主・自律の行政運営を目指し、第４次行政改革大綱に基づき、民間

活力の導入を推進するための「伊万里市アウトソーシング指針」及び「同推進計画」を策定し、そ

の中で民間事業者等から委託化・民営化する提案等を募集する「提案型公共サービス民営化制度」

を実施するとともに、これらの行政改革の推進内容等を審議する「行政改革推進会議」等を開催し、

これらに要する費用として１２４千円を支出しました。 

組織の統廃合等については、農業委員会の組織の簡素化・効率化を図ることから、庶務振興係と

農地係の２係を統合し１係としました。また、地域分権型まちづくりを推進するため、「地域の元気

推進係」を男女協働・まちづくり課内に新設しました。さらに、第４工業用水道について平成２１

年度の給水開始に向け、室内に新たに第４開発係を設置することで、体制を強化し、建設事業の推

進を図りました。 

自治体を経営するという観点から、財源や人材など限られた資源を有効かつ効率的に活用し、成

果重視の行財政運営の実現に繋げる行政評価システムを導入しており、評価精度の向上や職員の意

識改革等を図るために外部専門委員による点検会を実施し、委員報酬等として１８８千円を支出し

ました。 

統計業務については、産業や経済振興をはじめ様々な行政施策を立案するための基礎資料を作成す

るものであり、市町村を経由して実施される就業構造基本調査他５種の統計調査を実施しました。こ

れらに要する経費として３，９２７千円を支出しました。 

 

４．総合計画の策定準備 

本格的な人口減少社会の到来や高度情報化、グローバル化の進展をはじめ、国における「国土形成

計画」の策定など、新たな時代の要請に柔軟に対応し、個性あふれる伊万里市づくりを進めていくた

め、平成１９年度および２０年度の２か年の事業として、「第５次伊万里市総合計画」の策定を進め

ています。 

平成１９年度は、本市の現況分析等の都市診断や固有課題の整理をはじめ、計画策定に必要な基礎

データの収集や市民意識調査結果の分析などの総合計画策定支援業務を委託するとともに、本市の各

種施策における課題や今後の方向性等について、市民の意向を把握するため、「まちづくり市民会

議」を開催するなど、５，１４１千円を支出しました。 

 

第２節 健全な財政運営 

自主財源の根幹をなす市税については、誘致企業の好調な業績により大幅に伸びた法人市民税や税

源移譲による個人市民税の増加により、現年度調定総額は前年度に比べ２，２１９，３７８千円、３

８．９％の増となり、現年、滞納繰越分あわせた収納総額は、２，１９９，６０６千円、３８．９％

の増となりました。 

本市の財政においては、前述のとおり税収面において増収となりましたが、以前から続く国の三位

一体改革による地方交付税や国庫補助負担金の大幅な削減がいまだに尾を引いており、また、今後の

見通しとして中学校の改築、第４工業用水道の開発、中核的病院の整備、さらには広域ごみ処理施設

の建設など大型プロジェクト事業が目の前に迫っており、大幅な財源不足に陥ることが予想されるた

め、平成１６年、平成１８年に策定した財政健全化計画、第２次財政健全化計画における種々の財政

健全化の方策に着実に取り組むとともに予算編成においては、平成１８年度に引き続き、枠配分方式

を実施し、歳入見通しに応じた事業計画の立案を徹底するなど歳出経費を極力抑制した予算の編成を
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行い、財政の健全運営に努めました。 

 

第３節 地方分権の推進 

地方分権が本格化するなか、住民に身近な行政サービスの向上等を図るため、県から権限移譲を積

極的に受け入れてきました。平成１９年度は新規に２事務の移譲を受け、合計７５事務となりました。 

 


